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独立行政法人日本原子力研究開発機構東濃地科学センターでは，地層処分技術に関する研究開

発のうち深地層の科学的研究（地層科学研究）の一環として，結晶質岩（花崗岩）を対象とした

超深地層研究所計画を進めている。本計画は，「第 1 段階；地表からの調査予測研究段階」，「第 2
段階；研究坑道の掘削を伴う研究段階」，「第 3 段階；研究坑道を利用した研究段階」の 3 段階か

らなる。2013 年度は，第 2 段階および第 3 段階の調査研究を進めていく。 

本計画書は，2010 年に改訂した「超深地層研究所地層科学研究基本計画」および 2012 年度に

実施した第 3 段階における調査研究計画の策定に向けた検討結果に基づく 2013 年度の超深地層

研究所計画の調査研究計画，施設建設計画，共同研究計画などを示したものである。 

2013 年度の第 2 段階の調査研究としては，地上および研究坑道内から掘削した既存のボーリ

ング孔に設置した地下水水圧や水質モニタリング装置を用いた岩盤の水理，地下水の地球化学に

関するモニタリングを継続するとともに，岩盤の初期応力状態を把握するためのボーリング調査

などを実施する。これらの調査研究により取得した地質環境の情報に基づき，第 1 段階の調査研

究結果である地質環境モデルの妥当性の確認を行うとともに，地質環境モデルの更新を行う。深

地層の工学技術の基礎の開発においては，建設工事を通じて得られた情報に基づき，設計技術，

掘削技術，対策工，安全対策等に関する技術の有効性を確認・評価していく。 

第 3 段階の調査研究としては，これまでの調査研究で取得した地質・地質構造，岩盤の水理特

性，地下水の地球化学特性などに関する情報に基づき，坑道周辺の地質環境モデルを構築する。

また，深度 500m 研究アクセス北坑道における再冠水試験など，坑道閉鎖時の坑道周辺の地質環

境特性の回復過程の理解や，坑道閉鎖後の地質環境特性の変遷を推定する技術を構築することを

目的とした調査研究を開始する。 

瑞浪超深地層研究所の研究坑道の建設においては，深度 500m ステージの水平坑道の掘削を進

める計画である。 

また，共同研究として，一般財団法人電力中央研究所，独立行政法人産業技術総合研究所，ス

イス放射性廃棄物管理共同組合，韓国原子力研究所などとの調査研究を進める計画である。併せ

て，施設利用として，公益財団法人地震予知総合研究振興会東濃地震科学研究所および国立大学

法人名古屋大学に研究坑道の一部を貸与し，それぞれの研究活動に協力する。 
 

東濃地科学センター（駐在）：〒509-6132 岐阜県瑞浪市明世町山野内 1-64 

＋1 東濃地科学センター 施設建設課 

＋2 福島技術本部 福島環境安全センター 

※ 技術開発協力員 

＊ ㈱3D 地科学研究所  
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The Mizunami Underground Research Laboratory (MIU) project is being pursued by the 
Japan Atomic Energy Agency (JAEA) to enhance the reliability of relevant disposal 
technologies through investigations of the deep geological environment within the host 
crystalline rock at Mizunami City in Gifu, central Japan. The project proceeds in three 
overlapping phases, “Phase I: Surface-based investigation Phase”, “Phase II: Construction 
Phase” and “Phase III: Operation Phase”. The present report summarizes the research and 
development activities planned for fiscal year 2013 based on the MIU Master Plan updated in 
2010. 

The long-term monitoring of hydraulic pressure and groundwater chemistry at the existing 
boreholes are continued. The borehole investigation in order to characterize rock mechanical 
properties will be carried out at the GL-500m stage. As study on engineering technologies for 
deep underground, validation and evaluation of design methodology, existing and 
supplementary excavation methods, countermeasures during excavation and safe 
construction will be carried out based on data obtained during shafts and galleries 
construction. As the part of the Phase III investigations, the geological environment models 
around the gallery are constructed by using geological, hydrogeological and geochemical data 
obtained through the field investigations. Groundwater recovery experiment in tunnel is 
started at the GL-500m stage. 

As collaboration studies, various experiments and researches are planned to carried out 
with CRIEPI(Central Research Institute of Electric Power Industry), AIST(National Institute 
of Advanced Industrial Science and Technology), Nagra(National Cooperative for the 
Disposal of Radioactive Waste), KAERI (Korea Atomic Energy Research Institute) and other 
research organizations. Furthermore, as utilization of the MIU, the galleries have been used 
with TRIES (Tono Research Institute of Earthquake Science) and Nagoya University. 

 
Keywords: Mizunami Underground Research Laboratory, MIU Project, Program for Fiscal 

Year 2013, MIU Master Plan, Geological Disposal of HLW 
 

＋1 Geoscience Facility Construction, Tono Geoscience Center 
＋2 Fukushima Environmental Safety Center, Headquarters of Fukushima Partnership Operations 
※ Collaborating Engineer 
＊ 3D Geoscience, Inc. 
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1. はじめに 
 
独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）東濃地科学センターは，原子力政

策大綱 1)に定められている「深地層の研究施設等を活用して，深地層の科学的研究，地層処分技

術の信頼性向上や安全評価手法の高度化等に向けた基盤的な研究開発，安全規制のための研究開

発を引き続き着実に進めるベきである」との方針に基づき，地層処分技術に関する研究開発のう

ち深地層の科学的研究（地層科学研究）を進めている。このうち，超深地層研究所計画は，結晶

質岩（花崗岩）を主な対象として岐阜県瑞浪市において進めている研究計画である。 
東濃地科学センターでは，1994 年 6 月に公表された「原子力の研究，開発および利用に関す

る長期計画（以下，原子力長計）」2)において定められた「地層処分研究開発の基盤となる深部地

質環境の科学的研究を着実に進めること」との方針および深地層の研究施設の位置づけに基づき

「超深地層研究所地層科学研究基本計画（以下，基本計画）」3)を 1996 年 11 月に策定し，超深地

層研究所計画における調査研究を進めてきた。その後，2000 年 11 月に策定された原子力長計 4)

において核燃料サイクル開発機構（以下，サイクル機構；現：原子力機構）に新たな役割が定め

られたことに伴い，2001 年 4 月に基本計画を改訂した 5)。さらに，2002 年 1 月に瑞浪市との間

で同市明世町の市有地の賃貸借契約を締結し，超深地層研究所の研究坑道 *などを同市有地に設

置することとしたのを機に基本計画を改訂した 6)。 
その後，2008 年 3 月に「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」（以下，「基本方針」）

および「特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画」（以下，「最終処分計画」）の改定に関する閣

議決定がなされ（同年 4 月施行），「基本方針」においては研究開発機関の役割として，深地層の

研究施設や研究開発の内容の公開を通じた国民との相互理解促進への貢献について明示され，「最

終処分計画」においては，処分事業の実施主体による精密調査地区の選定時期が「平成 20 年代

前半」から「平成 20 年代中頃」に変更された。一方，これまでの超深地層研究所計画での調査

研究により得られた情報から，深度 300m 付近は，より深部の地質環境と比較して割れ目が多く，

湧水が多いことが予想された。以上のような「基本方針」と「最終処分計画」の改定およびこれ

までの調査研究で得られた成果を踏まえ，深度 300m に新たに研究坑道を設置して調査研究する

ことにより，より深部での調査研究の成果とあわせて技術の高度化が可能になること，研究の場

を広く一般に公開することで地層処分に関する国民との相互理解に資することが期待できること

などから，2008 年度に調査研究用の水平坑道を整備することとした。以上のような「基本方針」

と「最終処分計画」の改定および深度 300m への調査研究用の水平坑道の整備を背景に，原子力

機構では 2010 年に基本計画を改訂した 7)。さらに 2012 年度に実施した第 3 段階における調査研

究計画の策定に向けた検討の結果，段階目標の一つである「研究坑道の拡張による深部地質環境

の変化の把握」の一環として，坑道閉鎖時の坑道周辺の地質環境特性の回復過程の理解および坑

道閉鎖後の地質環境特性の変遷を推定する技術の構築を目的とした地質環境の長期変遷に関する

研究開発を新たな研究項目として設定した。 
本計画書は，改訂された基本計画および第 3 段階における調査研究計画の策定に向けた検討結

果に基づく超深地層研究所計画の 2013 年度の第 2 段階「研究坑道の掘削を伴う研究段階」およ

び第 3 段階「研究坑道を利用した研究段階」における調査研究計画の内容を示すものである。 
また，東濃地科学センターでは，地質環境特性の研究を担うプロジェクトの一つとして，超深

地層研究所計画に先立ち広域地下水流動研究を進めてきた 8)。この研究は，広域における地表か

                             

 
* 調査研究のために掘削される主立坑，換気立坑，水平坑道などからなる超深地層研究所の地下部分 
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ら地下深部までの地質・地質構造，岩盤の水理や地下水の水質を明らかにするために必要な調査・

解析技術の開発を目標として，地下水流動系の涵養域から流出域までを包含する約 10km 四方の

領域を対象に 1992 年度に調査研究を開始し，2004 年度末をもって主要な現場調査を終了した。

2005 年度からは，土岐花崗岩における水理学的・地球化学的な基礎情報の取得および地下水流動

解析結果の妥当性確認のためのデータ取得を目的として，既存の観測設備による表層水理（河川

流量，降水量）観測およびボーリング孔を用いた地下水長期モニタリングを継続している。なお，

超深地層研究所計画では，広域地下水流動研究で取得されたこれらの観測データを，研究坑道の

建設に伴う周辺の岩盤や地下水の変化を把握するために利用している。本計画書の巻末に，広域

地下水流動研究における 2013 年度の計画を示す。 
なお，今後の原子力政策やエネルギー政策の見直しに伴う「高レベル放射性廃棄物の地層処分

基盤研究開発に関する全体計画」9)の改定により，2013 年度の本研究計画が一部変更となる可能

性がある。 
 
参考文献 
1) 原子力委員会：“原子力政策大綱”（2005）． 
2) 原子力委員会：“原子力の研究，開発および利用に関する長期計画”（1994）． 
3) 動力炉・核燃料開発事業団:“超深地層研究所地層科学研究基本計画”，PNC TN7070 96-002

（1996）. 
4) 原子力委員会：“原子力の研究，開発および利用に関する長期計画”（2000）． 
5) 核燃料サイクル開発機構：“超深地層研究所地層科学研究基本計画”，JNC TN7410 2001-009

（2001）. 
6) 核燃料サイクル開発機構：“超深地層研究所地層科学研究基本計画”，JNC TN7410 2001-018

（2002）. 
7) 日本原子力研究開発機構：“超深地層研究所地層科学研究基本計画”，JAEA-Review 2010-016

（2010）. 
8) 動力炉・核燃料開発事業団：“広域地下水流動研究基本計画書”，PNC TN7020 98-001（1997）. 
9) 資源エネルギー庁，日本原子力研究開発機構：“高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開

発に関する全体計画”（2010）. 
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2. 超深地層研究所計画の概要 

 

調査研究は，研究坑道の建設に先立って開始し，研究坑道の完成後までの約 20 年をかけて実

施する。本計画では，研究坑道の建設工程やこれに伴う調査研究の課題，対象，空間スケールな

どを考慮し，計画全体を，第 1 段階（地表からの調査予測研究段階），第 2 段階（研究坑道の掘

削を伴う研究段階）および第 3 段階（研究坑道を利用した研究段階）の 3 段階に区分して進めて

いる。このように段階的に進めることにより，天然の地質環境と，その地質環境が坑道の掘削な

どにより変化する状況を把握することができる。また，この間，深部地質環境の予測とその予測

結果の妥当性の確認を段階ごとに繰り返して行うことにより，前段階で適用した調査・解析・評

価手法の妥当性や有効性を評価することが可能となる。これらにより得られた情報や知見などは，

地質環境を対象とした一連の調査，評価などに関する総合的な方法論としての体系化を通じて，

処分事業と安全規制の技術基盤の整備に資するとともに，地層処分に関する国民との相互理解促

進にも貢献することが期待される。 

当初の本計画は，岐阜県瑞浪市明世町にある原子力機構用地（図 2-1：正馬様用地）において

「地表からの調査予測研究段階（第 1 段階）」を進めてきた。その後，2002 年 1 月に瑞浪市と市

有地の賃貸借契約を締結し，超深地層研究所の研究坑道などの施設を市有地（図 2-1：瑞浪超深

地層研究所用地；以下，研究所用地）に設置し，調査研究を進めることとした。 

 

 
図 2-1 超深地層研究所の設置場所 

Ｎ

瑞浪超深地層研究所用地

正馬様用地

土岐市街地

0 1km 瑞浪市街地
市境界線
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2.1 目標 
超深地層研究所計画においては，全体目標として以下の二つを設定している（詳細は，基本計

画 1)を参照）。 
【全体目標】 

① 深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備 

② 深地層における工学技術の基盤の整備 

 
本計画は，第 1 段階（地表からの調査予測研究段階），第 2 段階（研究坑道の掘削を伴う研究

段階），第 3 段階（研究坑道を利用した研究段階）の三つに区分して進めることとしている。以

下に各段階における目標とその内容の概略を示す（詳細は，基本計画 1)を参照）。 
【段階目標】 

第 1 段階：地表からの調査予測研究段階 

① 地表からの調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道掘削前の深部地質環境の

状態の把握 

地表からの調査研究により研究坑道掘削前の深部地質環境に関する情報を取得し，取得した情

報の集約と理解をとおして，坑道掘削前の地質環境モデル（サイトスケール；数 km 四方）（図

2.1-1，表 2.1-1）を構築する。また，研究坑道の掘削に伴う深部地質環境の変化を予測する。 
さらに，第 1 段階における調査手法と深部地質環境の理解度との対比から当段階で用いた一連

の調査・解析・評価手法の有効性を評価する。 
 

② 研究坑道の詳細設計および施工計画の策定 

本段階において取得する深部地質環境に関する情報および研究坑道の掘削に伴う深部地質環境

の変化に関する予測を考慮しつつ，③において策定する第 2 段階における調査研究計画に基づい

て，研究坑道の詳細レイアウトを決定する。また，実際に適用する施工技術および機械・設備を

選択し，具体的な施工計画を決定する。 

 
③ 研究坑道の掘削を伴う研究段階の調査研究計画の策定 

前述①の深部地質環境に関する情報および研究坑道の掘削に伴う深部地質環境の変化に関す

る予測結果を踏まえ，第 2 段階における具体的な調査研究計画を策定する。 
 

第 2 段階：研究坑道の掘削を伴う研究段階 

① 研究坑道の掘削を伴う調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道の掘削による

深部地質環境の変化の把握 

研究坑道の掘削に伴って得られる深部地質環境に関する情報および研究坑道の掘削に伴う深

部地質環境の変化に関する情報を取得し，第 1 段階で構築した地質環境モデル（サイトスケール）

および第 1 段階で予測した研究坑道の掘削に伴う深部地質環境の変化の予測の妥当性を評価する。

さらに，新たに得られた情報に基づき，第 1 段階で構築した地質環境モデル（サイトスケール）

を更新する。また，更新された地質環境モデル（サイトスケール）を基にブロックスケール（数

十～数百 m 四方）（図 2.1-1，表 2.1-1）の地質環境モデルを構築し，第 3 段階で実施する研究坑

道の拡張に伴う研究坑道周辺の地質環境の変化を予測する。 

さらに，第 2 段階における調査手法と深部地質環境の理解度との対比から，当段階で用いた一

連の調査・解析・評価手法の有効性を評価する。 
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② 研究坑道の施工・維持・管理に係わる工学技術の有効性の確認 

研究坑道の施工・維持・管理に用いた工学技術の有効性を評価し，必要に応じてそれらの高度

化を図る。また，実際の地質環境が予測結果と大きく異なる場合や大量湧水・山はねなどの突発

的な事象が発生した場合などにおいては，必要に応じて対策工を講じ，その技術の適応性を確認

する。さらに，掘削中の坑道内の安全を確保するための技術を確認する。 

 
③ 研究坑道を利用した研究段階の調査研究計画の策定 

前述の深部地質環境に関する情報や予測結果，これまでの地層科学研究の成果 2,3)および海外の

地下研究施設などにおいて実施してきた調査研究の成果を踏まえ，研究坑道を利用した調査研究

の課題を抽出し，調査研究計画の具体化を図る。 
 

第 3 段階：研究坑道を利用した研究段階 

① 研究坑道を利用した調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道の拡張による深

部地質環境の変化の把握 

研究坑道を利用した調査研究により深部地質環境の特性を把握するための手法の開発を行う

とともに，深部地質環境に関する三次元的な情報を取得・蓄積し，本段階までに構築した地質環

境モデル（サイトスケール・ブロックスケール）の妥当性を評価する。さらに，新たに取得され

た情報に基づき，必要に応じて地質環境モデル（サイトスケール・ブロックスケール）を更新す

る。 
また，研究坑道を利用した調査研究により取得した情報や地質環境モデル（サイトスケール・

ブロックスケール）を用いた解析結果などに基づき，研究坑道の拡張に伴う研究坑道周辺の地質

環境の変化に関する予測の妥当性を評価する。 
以上のように深部地質環境の予測とその妥当性の評価を段階ごとに繰り返し行うことにより，

前段階で用いた調査・解析・評価手法の妥当性や有効性を確認することが可能となる。 
 

②  深地層における工学技術の有効性の確認 

地下深部において，坑道の健全性を長期にわたり維持する技術の有効性を確認する。また，坑

道の掘削工事に関する工程や品質などの管理体系を構築し，坑道内の研究環境を適切に維持・管

理するための技術を整備する。さらに，坑道の掘削が地質環境に及ぼす影響を軽減・修復する工

学技術の可能性について検討し，必要に応じて開発・整備する。実際の地質環境が推定結果と大

きく異なる場合や大量湧水・山はねなどの突発的な事象が発生した場合などにおいては，必要に

応じて対策工を講じ，その技術の適応性を確認する。 
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図 2.1-1 空間スケールの概念 

 
表 2.1-1 空間スケールの対象範囲と位置付け 

 

 
2.2 調査研究の進め方 

本計画では，地層処分における「安全評価」，「地下施設の設計・施工」および「環境影響評価」

の観点から，全体目標に対して個別目標と課題を設定した 4)（図 2.2-1）。これらの個別目標と課

題は，調査研究内容をより具体的なものにすることを目的として設定したものである。また，地

層処分にとって重要な地質環境特性を段階的に理解するために，広域地下水流動研究と組み合わ

せて，地質環境に四つの空間スケールを設けた。図 2.1-1 に空間スケールの概念，表 2.1-1 に空

間スケールと対象範囲の地層処分技術に関する研究開発における位置付けを示す 5)。 
本計画の全体目標のひとつである「深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備」は，

地質環境特性として重要な地下水の流動特性，地下水の地球化学特性，岩盤の力学特性，岩盤中

での物質移動特性，研究坑道の掘削が周辺の岩盤に与える影響などを明らかにしていくものであ

り，これらを体系的に調査・解析・評価するための技術基盤を整備していく。本研究の実施にあ

たっては，個別目標に基づいて設定した課題に対して，特定の領域の地表または研究坑道から深

 

地層処分技術に関する研究開発における位置付け地層処分技術に関する研究開発における位置付け
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部地質環境に関する情報を取得し，信頼性の高い解析・評価手法を用いた深部地質環境の評価に

至る一連のプロセス（概念の提示→計画の立案→調査の実施→データの解釈→モデル化・解析→

解析結果の評価→不確実性の評価→重要な要素の特定）を繰り返し行う（以下，繰り返しアプロ

ーチ 5)：図 2.2-2）。また，これを実践するうえで「調査→データの解釈→モデル化・解析」の具

体的な道すじを系統的なデータの流れとして整理した統合化データフローに基づいて調査研究を

進める。図 2.2-3 に第 2 段階の調査研究のために構築した統合化データフローを示す 4)。この統

合化データフローは，調査研究の個別目標と課題に対して，調査の種類，取得するデータの種類，

データの解釈および異なる分野で得られた情報の統合などを示すものである。 

 

全体
目標

課題

（EDZ：掘削影響領域）

個別目標

深
部

地
質

環
境

の
調

査
・
解

析
・
評

価
技

術
の

基
盤

の
整

備

地下施設建設が周辺環境へ与える影響の
把握

安
全

評
価

地
下

施
設

の
設

計
・
施

工
環

境
影

響
評

価

設計・施工計画技術の開発

排水放流先河川の水質の把握

地質構造の三次元的分布の把握

地下水の流動特性の把握

地下水の地球化学特性の把握

物質移動の遅延効果の把握

EDZの地質環境特性の把握

岩盤の物理・力学特性の把握

希釈効果の把握

岩盤の熱特性の把握

地下空洞の力学安定性の把握

地下空洞への地下水流入状態の把握

地下の温度環境の把握

応力場の把握

振動・騒音の把握

地下水の水質への影響の把握

地下水位・水圧分布への影響の把握

地温勾配分布の把握

地下空洞への流入地下水水質の把握

移行経路として重要な構造の把握

対象岩盤の分布と形状の把握

岩盤の地質学的不均質性の把握

地質／地質構造の長期変化の推定

地下水流束分布の把握

地下水流動場の把握

地下水流動特性の長期変化の推定

コロイド/有機物/微生物の影響の把握

岩盤の収着・拡散特性の把握

物質移動場の把握

地下水の水質変化の推定

地下水のpH・Eh環境の把握

EDZの範囲の把握

帯水層の分布の把握

帯水層中などにおける流速分布の把握

地下空洞への地下水流入量の把握

不連続構造などの有無の把握

地下水の塩分濃度分布の把握

地
下

施
設

の
設

計
・

施
工 大深度地質環境下における

工学技術の有効性の確認

深
地

層
に
お
け
る

工
学

技
術

の
基

盤
の

整
備

EDZの応力状態の把握

EDZの地球化学特性の把握

EDZの透水性，物理・力学特性分布の把握

掘削影響の修復・軽減技術の開発

安全性を確保する技術の開発

施工対策技術の開発

建設技術の開発

図 2.2-1 調査研究の個別目標と課題 
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図 2.2-2 調査研究の繰り返しアプローチ 

 
本計画の二つの全体目標のうちの「深地層における工学技術の基盤の整備」については，既存

のあるいは新たに開発される工学技術を特定の地質環境に適用することにより，地下深部に研究

坑道を設置し安全かつ合理的に施工・維持・管理できることを確認する。 
本計画では，既存の工学技術を研究所用地において適用し，深部地質環境に関する情報および

推定に基づき，地下深部における岩盤の長期健全性，坑道の力学的安定性や耐震性などを解析・

評価する。これにより地質環境の変動幅や実施する調査研究に対応可能な研究坑道の詳細設計お

よび施工計画の策定が可能であることを例示する。さらに，研究坑道を実際に施工・維持・管理

し，あるいは坑道の掘削による地質環境への影響の修復・軽減のために適用した工学技術の有効

性を確認する。実際の地質環境が推定結果と大きく異なる場合や大量湧水や山はねなどの突発的

な事象が発生した場合などにおいては，設計変更や対策工の適用により柔軟に対応できることが

重要である。そのため，必要に応じて湧水抑制対策などの施工対策技術，施工管理システムや工

学材料などの開発・改良を行う。研究坑道においては研究環境の維持・管理および安全確保の技

術の適用性を確認し，これに関わる管理体系を構築する。 
本目標を達成することにより，地下深部に所要の施設を建設し，研究活動などが安全に実施可

能であることを実証することができると期待される。 
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2.3 瑞浪超深地層研究所用地周辺の地質 
研究所用地および正馬様用地においては，基盤をなす後期白亜紀の花崗岩（土岐花崗岩）を新

第三紀中新世の堆積岩（瑞浪層群）が不整合に覆い，さらにそれを固結度の低い新第三紀中新世

～第四紀更新世の砂礫層（瀬戸層群）が不整合に覆っている（図 2.3-1）6,7)。 

 
図 2.3-1 超深地層研究所周辺の地質概要 

6） 
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2.4 瑞浪超深地層研究所の施設概要 
瑞浪超深地層研究所は，地上施設と研究坑道からなる（図 2.4-1, 図 2.4-2）。地上施設は，櫓設

備，巻上設備，給排水設備，換気設備，コンクリートプラント，排水処理設備，受変電設備，非

常用発電設備，資材置場，火工所，管理棟などからなる。一方，研究坑道は，主立坑，換気立坑，

深度 100m ごとに主立坑と換気立坑をつなぐ予備ステージ，深度 300m ステージ，深度 500m ス

テージおよび最深ステージなどからなる。 
なお，研究坑道のレイアウトは，今後，研究所用地で取得される地質環境の情報や施工条件な

どに基づき必要に応じて見直す。 

 

 
（坑道の位置や長さなどは計画であり，地質環境や施工条件などにより決定していく。） 
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図 2.4-2 瑞浪超深地層研究所の研究坑道イメージ図 
 

図 2.4-1 瑞浪超深地層研究所の地上施設 
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3. 2013 年度の調査研究および施設建設計画 
 
2012 年度の第 2 段階の調査研究については，地質・地質構造を把握するために，坑道掘削時

の壁面地質調査や深度 300m 研究アクセス坑道において電気探査（自然電位測定）による地下水

流動モニタリングおよび掘削工事の発破振動を利用した地震探査（逆 VSP 探査）を行った。ま

た，これまでに掘削した地上からのボーリング孔を用いた地下水の水圧・水質モニタリングおよ

び坑道内において掘削したボーリング孔を用いた地下水の水圧・水質や岩盤変位などに関するモ

ニタリングを継続し，これらの結果に基づき，第 1 段階で策定した地質環境モデルを更新した。

また，第 3 段階の調査研究として，岩石試料や地下水を用いた室内試験を継続するとともに，一

般財団法人電力中央研究所（以下，電中研）との共同研究として，ブロックスケールの物質移動

モデルの構築や，電中研が開発中の原位置試験装置の適用性を確認する場所の選定に必要な情報

を取得するためのボーリング調査を実施した。 
2013 年度の第 2 段階の調査研究については，坑道掘削時の壁面地質調査や，深度 500m ステ

ージにおいて岩盤の初期応力を把握するためのボーリング調査等を実施する。また，地上および

坑道内から掘削したボーリング孔を用いた地下水の水圧・水質に関するモニタリングを継続し，

これらの結果に基づき，第 1 段階の調査研究結果である地質環境モデルの妥当性を確認し，第 2
段階における地質環境モデルを更新する。モデルの妥当性確認および更新の際には，モデル構成

要素ごとに妥当性を評価し，その結果，妥当でないと判断される場合は，その原因を第 1 段階に

おける調査計画や適用した調査手法／モデル化解析手法の妥当性の観点で分析する。その結果は，

地上からの調査・解析・評価技術の体系的な整理に反映させる。 
第 3 段階の調査研究としては，これまでの調査研究で取得した地質・地質構造，岩盤の水理特

性，地下水の地球化学特性などに関する情報に基づき，坑道周辺の岩盤における物質移動モデル

の構築や更新，2012 年度から開始した室内試験および電中研との共同研究を継続する。また，深

度 500m 研究アクセス北坑道で 2014 年度に計画されている再冠水試験の準備としてモニタリン

グ孔の設置を実施する。図 3.1-1 に，研究坑道レイアウトと主な調査位置を示す。 
2012 年度の坑道掘削工事では，深度 500m において，主立坑，換気立坑から各々深度 500m

研究アクセス北坑道および深度 500m 研究アクセス南坑道の掘削を進め，2012 年度末には深度

500m 研究アクセス北坑道は 61m，深度 500m 研究アクセス南坑道は 23m に到達した。2013 年

度は，深度 500m 研究アクセス北坑道および深度 500m 研究アクセス南坑道の掘削を継続する計

画である（3.4 参照）。 
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図 3.1-1 研究坑道レイアウトおよび主な調査位置計画図 
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2013年度掘削ボーリング孔(d)

2013年度掘削ボーリング孔(c)

地下水水質観測ボーリング孔

初期応力測定ボーリング孔

地下水水圧観測ボーリング孔

パイロットボーリング孔

岩盤中の物質移動に関するボーリング孔

2012年度までの掘削範囲

ひずみ計測・先行変位計測
ボーリング孔

断層・割れ目に関する観測ボーリング孔

2013年度の掘削範囲

2013年度掘削ボーリング孔
(a),(b),(c),(d)：図と本文を照合する上で便宜的に付記
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3.1 瑞浪超深地層研究所における第 2 段階の調査研究 
3.1.1 地質・地質環境構造に関する調査研究 

2012 年度は，深度 500m ステージの水平坑道の掘削に伴う壁面地質調査，深度 500m ステー

ジの水平坑道の掘削に先行するパイロットボーリング孔（図 3.1-1：12MI27 号孔，12MI32 号孔，

12MI33 号孔）を利用した地質学的調査を実施するとともに，研究坑道周辺の地表と深度 300m
ステージを利用した電気探査（自然電位測定）と，坑道掘削時の発破に伴い発生する振動を利用

した弾性波探査（逆 VSP 探査）を実施した。また，これらの調査結果に基づき，サイトスケー

ルの地質構造モデルの妥当性確認と必要な更新を行うとともに，深度 300m ステージおよびその

周辺を対象としたブロックスケールの地質構造モデルを構築した。研究坑道周辺の地表における

電気探査（自然電位）測定については，2012 年度で終了した。 
2013 年度は，深度 500m ステージの水平坑道の掘削に伴う壁面地質調査，深度 300m ステー

ジの水平坑道で電気探査（自然電位測定）を実施するとともに，深度 500m ステージの水平坑道

において掘削されるボーリング孔を利用した地質学的調査を実施する。また，2012 度までに取得

した逆 VSP 探査のデータ解析を実施する。これらの調査結果に基づき，第 1 段階で構築したサ

イトスケールの地質構造モデルの妥当性の確認や更新およびブロックスケールの地質構造モデル

の構築を進める。 
 

(1)調査試験 

①物理探査｛電気探査（自然電位測定），弾性波探査探査（逆 VSP 探査）｝ 
研究坑道周辺の地下水流動を規制する地質・地質構造を把握する技術の整備を目的として，深

度 300m ステージの水平坑道を利用し，電気探査（自然電位測定）による地下水流動モニタリン

グを実施する。また，掘削する坑道の前方や坑道周辺の詳細な地質・地質構造の分布を推定する

技術の整備を目的として，地表と坑道を利用して実施した逆 VSP 探査データを用いた地質構造

解析を実施する。 
 

②坑道の壁面地質調査 
深度 500m ステージの水平坑道の掘削時に観察された土岐花崗岩中の割れ目（帯），断層，変

質帯の分布やそれらの地質学，水理学的特徴に関する情報を取得する。 
 

③ボーリング孔を利用した地質学的調査 
深度 500m ステージの水平坑道において，再冠水試験の一環で掘削されるボーリング孔（3.4 参

照）を利用して地質学的な調査を実施する。調査では，土岐花崗岩中の割れ目の性状に関する情

報を取得する。 

 

(2)モデル化・解析 

3.1.1.1（1）の調査試験結果に基づき，第 1 段階で構築したサイトスケールの地質構造モデル

の妥当性の確認を行うとともに，必要に応じてモデルを更新する。また，坑道周辺に分布する地

質構造（割れ目や小規模な断層）を反映したブロックスケールの地質構造モデルの構築を進める。

併せて，これまでの調査結果に基づいて，花崗岩中の割れ目帯（上部割れ目帯および下部割れ目

低密度帯）1)の分布や区分の考え方を再検討する。 
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(3)技術開発 

地質・地質構造のモデル化に関する作業を通じて，地質構造モデルが有する不確実性の評価や

その低減を図るための検討として，断層の位置や空間的広がりの確からしさを把握・評価する方

法に関して，ESL（Evidential Support Logic）2)を用いた断層の解釈の確からしさの評価，ベイ

ズ推定法による断層の存在確率分布の算出，断層の解釈の根拠となった情報量（例えば，リニア

メントの分布，地表露頭における断層の把握，反射法弾性波探査の解釈による断層の推定，ボー

リング調査による断層の捕捉）を定量的に表すセルエントロピー3)により，調査により取得され

た情報の評価の考え方などに関する検討を継続する。 

 
 

3.1.2 岩盤力学に関する調査研究 
2012 年度は，坑道周辺の初期応力状態を把握するため，深度 300m 坑道からボーリング孔（図

3.1-1：12MI28 号孔，12MI29 号孔）を掘削し，応力解放法の一つである円錐孔底ひずみ法によ

る初期応力測定を実施した。また，深度 500m ステージの水平坑道の掘削に先行するパイロット

ボーリング孔（図3.1-1：12MI27号孔，12MI33号孔）のコアを用いたDSCA法（Differential Strain 
Curve Analysis）による初期応力測定を実施した。さらに，深度 500m ステージのパイロットボ

ーリング孔（図 3.1-1：12MI27 号孔，12MI33 号孔）のコアを用いた室内力学試験を行い，深度

500m レベルの岩盤物性を把握した。 
2013 年度は，深度 500m ステージにおいて円錐孔底ひずみ法により坑道周辺の初期応力状態を

把握する。さらに，坑道の掘削に伴って蓄積される地質データや室内力学試験の結果などに基づ

いて，第 1 段階で構築した岩盤力学モデルの妥当性確認を行うとともに，等価連続体による数値

解析からブロックスケールのモデル構築のための方法論を検討する。また，長期クリープ試験を

継続し岩盤の長期挙動に関する観測を行うとともに，坑道周辺のクリープ挙動などの長期挙動把

握のための原位置試験計画について引き続き検討する。 
 
(1)調査試験 

①初期応力測定 
深度 500m における岩盤の初期応力状態を把握するため，深度 500m ステージにおいてボーリ

ング孔（図 3.1-1：2013 年度掘削ボーリング孔（d））を掘削し，円錐孔底ひずみ法による初期応

力測定を実施する。 
 

(2)モデル化・解析 

坑道の掘削に伴って蓄積される地質データおよび初期応力測定や室内力学試験などの各種試験

結果に基づき，第 1 段階で構築したサイトスケールのモデルの妥当性を確認する。また，クラッ

クテンソルモデルを用いて，割れ目を含む岩盤を等価連続体に置き換えた力学解析を継続し，割

れ目に関する情報量が解析結果に与える影響などを分析し，ブロックスケールのモデル構築のた

めの方法論の検討を継続する。 
 

(3)技術開発 

第 3 段階で行う岩盤の長期挙動予測手法の適用性評価のための原位置試験などの計画策定を目

的とする解析・試験を継続する。具体的には，2012 年度までの現象論的方法および理論的方法に

よる二通りのアプローチによる研究の成果を踏まえて，クリープ挙動や化学的反応による坑道周

辺岩盤の長期挙動への影響を検討する。また，これらのアプローチによる原位置試験の計画策定
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に必要な感度解析や物性取得を引き続き行う。さらに，10 年を超える試験データを蓄積している

堆積岩（田下凝灰岩）の長期クリープ試験（1997 年開始）を継続する。 
 
 

3.1.3 岩盤の水理に関する調査研究 
第 2 段階においてサイトスケールおよびブロックスケールの水理地質構造モデルを更新するた

めには，坑道掘削に伴う地下水の水圧や湧水量の変化に関わるデータを取得する必要がある。こ

のうち，地下水の水圧については，不均質な水理地質構造に起因した水圧変化の空間的なばらつ

きを把握することが重要となる。また，坑道への湧水量については，主に覆工コンクリートや掘

削影響領域の形成による湧水の増減などの水理学的影響（スキン効果）やグラウトの影響を強く

受けることを考慮し，湧水量の観測のみならず，坑道近傍の水理特性を把握する必要がある。こ

れらのことを考慮した地下水の長期モニタリングおよび湧水量の観測結果に基づき，水理地質構

造モデルの更新（図 3.1.3-1）を行うとともに，更新したモデルとの比較を通じて，第 1 段階で構

築した水理地質構造モデルの妥当性確認を行うこととしている。 
2012 年度は，地表および坑道から掘削したボーリング孔での地下水長期モニタリングならびに

坑道への湧水量の観測を継続した。このうち，深度 300m 研究アクセス坑道から掘削したボーリ

ング孔（図 3.1-1：10MI23 号孔）では，主立坑断層近傍の地下水の水圧変化の把握を目的とした

観測を行った。また，坑道近傍における水理特性を把握するために，深度 300m ボーリング横坑

（換気立坑）から立坑に沿って掘削されたボーリング孔での地下水の水圧観測も継続している。

さらに，表層水理（気象要素，河川流量，地下水位，土壌水分）定数観測についても継続した。

これらの観測によって取得されるデータセットの更新に伴い，水理地質構造モデルの更新も継続

的に実施した。 
2013 年度は，2012 年度と同様に坑道掘削に伴う地下水の水圧や湧水量の変化を継続的に観測

するための地下水長期モニタリングなどを実施する。また，これまでに蓄積されたデータに，新

たに取得されるデータを加えることによってデータセットを更新し，サイトスケールおよびブロ

ックスケールの水理地質構造モデルの妥当性の確認および更新を行う。さらに，モデルの更新や

妥当性確認を通じて，第 1 段階で提示した地下水流動特性を段階的に調査・評価するための方法

論の適用性を評価するとともに適宜見直しを図る。また，坑道掘削に伴う地質環境の変化を合理

的かつ精度よく把握するためのモニタリング技術やモニタリング結果を用いた水理地質構造モデ

ルの更新手法を整備する。 
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図 3.1.3-1 水理地質構造モデルの更新の流れ 

 
(1)調査試験 

①立坑の集水リングを用いた湧水量計測 
坑道掘削により生じる湧水は，坑道周辺の地下水流動場に影響を与えると考えられることから，

湧水量の経時変化や立坑沿いでの深度別の湧水量の違いを把握するために，深度 100m ごとの区

間に 4 箇所程度設置している集水リング（図 3.1-1）の流量計で，立坑への湧水量の深度分布と，

その経時変化を連続的に計測している。また，立坑掘削に伴って不連続構造や透水性の割れ目帯

などに遭遇した場合には，必要に応じて，これらの構造を対象に集水リングを設置することによ

り，その水理特性に関する情報を取得している。 
2013 年度は，2012 年度に引き続き，これまでに設置された集水リングを用いた湧水量計測を

継続する。 
 

② 研究坑道から掘削したボーリング孔を用いた地下水の長期モニタリング 
坑道の掘削に伴う湧水量，地下水の水圧などの観測結果を用いて，サイトスケールおよびブロ

ックスケールの水理地質構造モデルの妥当性確認や更新を行うためには，坑道近傍におけるスキ

ン効果が湧水量に与える影響を評価する必要がある。このために，深度 200m ボーリング横坑（主

立坑）から掘削したボーリング孔（図 3.1-1：07MI08 号孔）および深度 200m ボーリング横坑（換

気立坑）から掘削したボーリング孔（図 3.1-1：07MI09 号孔）を用いて，立坑切羽（底面）が通

過する前から実施している各深度の地下水の水圧観測を継続し，立坑掘削が地下水の水圧に及ぼ

す影響を把握する。また，深度 500m 研究アクセス南坑道から掘削したボーリング孔（図 3.1-1：
12MI32号孔）および深度500m研究アクセス北坑道から掘削したボーリング孔（図3.1-1：12MI33
号孔）において，地下水の水圧観測を開始する。 
坑道近傍での水平方向の地下水の水圧分布を把握するため，深度 300m ボーリング横坑（換気
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立坑）において立坑壁面からの距離を変えて掘削した 3 本のボーリング孔（図 3.1-1：09MI17-1
号孔，09MI18 号孔，09MI19 号孔）での，深度 350m 付近を観測区間とした地下水の水圧観測

を継続する。 
また，深度 300m 研究アクセス坑道から掘削したボーリング孔（図 3.1-1：10MI23 号孔）では，

主立坑沿いに分布する断層の北東側の領域を対象に，立坑掘削に伴う地下水の水圧変化を把握す

るための観測を継続する。 

 
図 3.1.3-2 研究所用地内観測位置図 

 
③地上から掘削したボーリング孔を用いた地下水の長期モニタリングおよび表層水理観測 
坑道の掘削が地質環境に与える影響を把握するために，第 1 段階より開始した地下水の長期モ

ニタリング（図 3.1.3-2：MSB-1 号孔，MSB-3 号孔，MIZ-1 号孔および 05ME06 号孔），表層水

理観測機器（図 3.1.3-2）を用いた連続観測を継続するとともに，傾斜計（図 3.1.3-2：04ME02
号孔，04ME03 号孔，04ME04 号孔および 04ME05 号孔）を用いて，微小な地表傾斜の観測を

実施する。これらの観測で得られるデータに基づき，サイトスケールの水理地質構造モデルの妥

当性を確認する。 
 

(2)モデル化・解析 

これまでに整理した水理地質構造モデルの更新の流れ（図 3.1.3-1）に基づき，地表および坑道

から掘削したボーリング孔での地下水の長期モニタリングや，坑道からのボーリング調査結果に

基づき，サイトスケールおよびブロックスケールの水理地質構造モデルの妥当性確認および更新

を行う。さらに，更新したモデルに基づく地下水流動解析を実施し，立坑への湧水量や地下水流

動場の変化を予測し，今後の研究坑道の施工計画および第 3 段階の調査研究計画に反映させる。 
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(3)技術開発 

①モニタリング装置の適用性の検討 
これまでに，坑道および地表から掘削したボーリング孔における地下水長期モニタリングを通

して，モニタリング装置の耐久性やモニタリング装置の特徴に合わせたメンテナンス方法を確認

してきている。2013 年度についても，観測およびメンテナンス作業を通じて，モニタリング装置

の耐久性の確認や合理的なメンテナンス方法の検討を継続する。さらに，観測を通じて得られた

情報を基に，モニタリング装置の適用性や観測における留意点，モニタリング装置の選定に資す

る知見を蓄積する。 
 

②地質環境データ解析・可視化システムの構築 
これまでに，サイトスケールの地質構造／水理地質構造モデルの構築・更新およびそれを用い

た地下水流動解析を，高い信頼性を保持しつつ迅速に実施することを目的に，地質構造／水理地

質構造のモデル化・地下水流動解析およびモデル化・解析結果の可視化に関する作業を通じて，

抽出されたシステムの問題点の改善および機能の拡張を適宜実施してきた。具体的には，空間領

域離散化の方法の改良や，パラメータ設定に係る機能拡張，解法の改良などを実施するとともに，

その都度改良したシステムの信頼性を理論解や汎用的な解析コードによる解析結果との比較検討

をしてきた。 
2013 年度は，地質構造／水理地質構造のモデル化・地下水流動解析およびモデル化・解析結果

の可視化に関する作業を通じて，これまでに実施したシステムの改善および機能の拡張の有効性

の確認を継続する。 
 

③逆解析を用いたモデル化・解析手法の構築 
坑道掘削に伴う地下水流動場の変化に関するデータに基づく水理地質構造モデルの更新を支援

することを目的として，水圧変化データや湧水量データから水理地質構造を推定するための地下

水流動の逆解析手法を構築する。 
 
 

3.1.4 地下水の地球化学に関する調査研究 
2012 年度は，既存ボーリング孔（図 3.1.3-2：MSB-2 号孔，MSB-4 号孔および MIZ-1 号孔，

図 3.1-1：07MI07 号孔，09MI20 号孔，09MI21 号孔および 10MI26 号孔）を用いた地下水の水

圧・水質観測，坑道内における壁面および集水リングを用いた坑内湧水の水量・水質観測を継続

した。また，得られた観測結果に基づき，坑道掘削に伴う水質分布の変化に関する解析を行い，

中長期的な水質変化に関わる予察を行った。 
2013 年度は，第 2 段階の調査研究として，坑道掘削が研究所用地周辺の地球化学環境へ与える

影響の把握を目的とした地下水の水圧・水質観測を研究所用地内で継続する。また，深度 500m
において新たに開始する地下水の水圧・水質観測結果に基づき第 1 段階での調査結果の妥当性を

確認するとともに，今後の坑道掘削に伴う水質分布の変化の予測結果を更新する。加えて，第 3
段階での調査研究のひとつである「物質移動に関する調査研究」（3.2 参照）に関する基盤情報を

取得するため，コロイド，有機物に関する調査研究，酸化還元状態など物理化学特性の長期変遷

に関わる試験研究を実施する。 
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(1)調査試験 

①坑道壁面および集水リングを用いた坑内湧水の水量・水質観測 
坑道壁面での切羽湧水および集水リングより坑内湧水を採水し，測定・分析を行う。採水の頻

度は，切羽湧水については観察時の 1 回とする。集水リングについては，これまでの観測結果を

考慮し，設置後 6 箇月間は 1 回/週，6 箇月以降から 2 年目までは 1 回/月，2 年以上が経過した集

水リングからは 4 回/年とし，掘削工事の状況などにより適宜変更することとする。測定・分析項

目は，水温，pH，酸化還元電位，電気伝導度，溶存酸素濃度，主要成分濃度，安定・放射性同位

体濃度などであり，得られる試料の品質に応じて分析項目を選定する。 
 

②研究坑道から掘削したボーリング孔を用いた地下水の水圧・水質観測 
各予備ステージから掘削したボーリング孔（深度 200m 予備ステージ：07MI07 号孔，深度 300m

予備ステージ：09MI20 号孔，深度 300m 研究アクセス坑道：09MI21 号孔，深度 400m 予備ス

テージ：10MI26 号孔，図 3.1-1）に設置したモニタリング装置を用いて，地下水の水圧・水質

観測を継続する。また，新たに深度 500m 研究アクセス北坑道に掘削したボーリング孔（12MI33
号孔：図 3.1-1）において観測を開始する。各ボーリング孔では，設置したモニタリング装置を

利用して水圧と物理化学パラメータの連続測定を行うとともに，設定した区間ごとに地下水を定

期的に採水・分析する。測定・分析項目は，水温，pH，酸化還元電位，電気伝導度，溶存酸素濃

度，主要・微量化学成分濃度，溶存ガス濃度，安定・放射性同位体濃度などである。具体的な分

析項目は，採取する試料の品質や採取頻度を踏まえて決定する。また，坑道における他のボーリ

ング調査により採取される地下水についても分析を行う。その他，地下水中の天然コロイドを定

性・定量的に把握することを目的とした調査や酸化還元状態の長期変遷に関する調査を実施する。 
 

③ 地表から掘削したボーリング孔を用いた地下水の水圧・水質観測 
MSB-2 号孔および MSB-4 号孔（図 3.1.3-2）における地下水の水圧・水質観測（各区間 1 回/1

～3 月程度の頻度）を継続する。 
 

(2)モデル化・解析 

坑道掘削による水質変化に関する既往の多変量解析結果を，新たに得られる観測データにより

検証するとともに，大規模地下施設建設時の周辺地下水の水質の中長期的変化を予測する手法の

適用範囲などを整理する。 
 

(3)技術開発 

第 3 段階の調査技術として，地下水中のコロイド／有機物の特性（サイズや種類，起源等）を

把握することを目的とした技術開発を実施する。また，割れ目開口幅などを念頭において，坑道

における解析の考え方を検討する。加えて，坑道閉鎖環境でも使用可能な地下水の水圧・水質モ

ニタリング装置の開発を行い，深度 500m 研究アクセス北坑道に設置する。 

 

 
3.1.5 深地層の工学技術の基礎の開発 

2012 年度は，瑞浪超深地層研究所の深度 500m までの建設工事を通じて得られた情報に基づ

き，既存の設計技術，掘削技術，対策工（グラウト），安全対策に関連する技術等について，それ

らの有効性の評価などを行った。 
2013 年度は，2012 年度に引き続き，建設工事を通じて得られた情報に基づき，設計技術，掘
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削技術，対策工（グラウト），品質を確保する技術や安全対策に関連する技術の有効性を確認・評

価していく。 
 
(1)実施内容 

坑道掘削の進捗にあわせて，坑道内における各種の計測工（A 計測，B 計測，C 計測など；以

下の①参照）やセンサーの設置，施工に係る各種データの取得を行う。また，掘削中に取得され

るデータを基に設計を見直すとともに，今後の設計，施工計画の立案に反映する。第 2 段階にお

ける工学技術に関する主な調査研究項目は，以下のとおりである。 
・ 計測工 
・ 施工情報のデータベース化 
・ 解析・検討 
以下に 2013 年度における具体的な実施内容を示す。 
 

①計測工 
坑道掘削中は，A 計測，B 計測，C 計測の三種類の計測工を実施する。現在，深度 500m の水

平坑道掘削範囲で実施あるいは実施を計画している計測工を以下に示す。 

a) A 計測 
・ 内空変位計測（光波測距） 

b) B 計測 
・ 湧水量計測 
・ 地中変位計測，ロックボルト軸力計測，吹付けコンクリート応力計測 

c) C 計測 
・ 壁面観察（観察場所；深度 500m 水平坑道（約 1.3m ごと）） 

壁面マッピングおよび地質記載 
デジタルカメラによる可視画像データ採取 
 

②施工情報のデータベース化 
施工の品質管理の観点から，深度 500m までの施工に係る以下の情報についてデータを収集・

蓄積する。 

・計測工データ 
A，B，C 計測，環境計測 

・坑内管理データ 
入坑管理，環境管理，火災管理，通信管理 

・サイクルタイムに関するデータ 
発破孔数・時間，火薬・雷管の種類・数量，発破時間，発破パターン，ズリ出しの時間，ズ

リ量，型枠設置，覆工コンクリート打設など 
・掘削の仕上がりに関するデータ 

覆工コンクリートの種類・打設量，掘削断面・余掘り形状など 
・掘削機械・設備に関する品質データ 

巻上機，シャフトジャンボ，シャフトマッカなどの掘削機械の稼働状況，ワイヤーロープな

どの設備の点検結果および覆工コンクリートの品質データ 
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③解析・検討 
設計結果の妥当性の評価，その詳細化および高度化のために，設計時に実施した空洞安定性解

析，耐震解析などの各種の解析結果と，①，②の計測結果とを比較・検討する。また，深度 168m
以深の土岐花崗岩に関する地質環境特性に関するデータ（地質情報，岩盤物性，初期応力など）

を分析するとともに，必要に応じて数値解析を実施し，その結果を設計手法の妥当性の検討など

に反映させる。 
坑道の掘削，支保設置，ズリ出しの一連の施工に係る合理化技術，施工中に得られる地質環境

情報の品質管理システム，施工後の品質確認のための調査・計測項目や計測方法の坑道掘削工事

への具体的な適用・評価方法の検討を継続する。 
施工対策技術（グラウト）の有効性を確認するため，深度 500m ステージで実施したグラウト

の施工実績を取りまとめる。 
 研究坑道の地震時健全性評価のため，2006 年度に換気立坑深度 100m 地点に設置した地震計，

2009 年度に換気立坑深度 300m 地点に設置した地震計，2010 年度に主立坑深度 300m 地点に設

置した地震計および 2011 年度に換気立坑深度 500m 地点に設置した地震計により，地震動計測

データの収集を継続する。地表部の地震動計測データについては，2004 年度に換気立坑工区施工

請負者（清水・鹿島・前田共同企業体）が換気立坑の坑口付近に設置した地震計の計測データを

利用する。 
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3.2 瑞浪超深地層研究所における第 3 段階の調査研究 

3.2.1 地質環境の長期変遷に関する研究開発 
(a)研究坑道掘削，維持管理時の地質環境特性の変化に関する情報の取得 

坑道閉鎖時の坑道周辺の地質環境特性の回復過程を理解し，坑道閉鎖後の地質環境特性の変遷

を推定する解析手法を構築することを目的とした調査研究を行う。この調査研究では，深度 500m
研究アクセス北坑道の先端に設ける冠水坑道において，止水壁を介して地下水の自然湧水による

坑道再冠水と排水を繰り返す再冠水試験を行い，ブロックスケールおよびサイトスケールの水圧

応答を観測する。観測データに基づき，サイトスケールの水理地質学的コンパートメント構造の

分布，水圧回復プロセスに関わる知見を取得する。また，再冠水時の坑道周辺の応力状態，化学

状態の変化について基礎データを取得する。これらの観測を通して，坑道閉鎖時の環境回復に関

わる具体的な観測技術，解析技術を提案する。加えて，予察的にボーリング調査のためのピット

を利用した簡易埋戻し試験も実施する。再冠水試験は大きく分けて，①坑道掘削前の水圧・水質

分布の確認，②冠水坑道の掘削，③冠水坑道周辺でのボーリング調査，モニタリング装置設置，

④止水壁の施工，⑤再冠水試験（繰り返し），⑥埋戻し材の回収・評価の手順で行う（図 3.2.1-1）。 

2013 年度はそのうち，①から③までの現場作業を実施する。 
 

 
図 3.2.1-1 冠水坑道における再冠水試験の流れ 

 
(1)調査試験 

①坑道掘削前の水圧・水質分布の確認 
2013 年度は，冠水坑道の掘削に先立ち 2012 年度に設置した水圧・水質モニタリング装置（図：

3.1-1：12MI33 号孔）を利用して，冠水坑道の掘削に伴う水圧・水質変化の観測を行い，再冠水

試験を開始する前の冠水坑道周辺の水圧・水質分布の初期状態を把握する。 
  

ボーリングピットの埋戻し 再冠水及び水圧回復

ボーリング孔の掘削・モニタリング装置の設置

冠水坑道の掘削

ボーリング孔の掘削

止水壁の施工 排水

冠水及び水圧回復

一部排水・水圧減圧 ピット埋戻し材の回収・分析

埋戻し材の初期状態の把握

周辺観測孔での水圧レスポンス，
化学特性変化の確認

周辺観測孔での水圧レスポンス，
化学特性変化の確認

周辺観測孔での水圧レスポンス，
化学特性変化の確認

周辺観測孔での水圧レスポンス，
化学特性変化の確認

ボーリング座の掘削

水圧・水質Baselineの把握

坑道掘削影響の把握

坑道掘削後のBaselineの把握坑道掘削後のBaselineの把握

止水技術の確認

止水技術の確認

埋戻し材の変質状態の把握
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②冠水坑道の掘削 

 2013 年度は，深度 500m 研究アクセス北坑道の延長部に斜坑部と水平部（冠水坑道）からな

る掘削長約 100m の研究坑道を掘削する。 
③冠水坑道周辺でのボーリング調査，モニタリング装置設置 

2013 年度は，冠水坑道の掘削後，再冠水試験前から再冠水後の水圧・水質状態の回復過程，坑

道周辺岩盤内の亀裂挙動を連続観測することを目的として，水圧・水質観測孔（図 3.1-1：2013
年度掘削ボーリング孔（b），（c）），力学観測孔（図 3.1-1：2013 年度掘削ボーリング孔（a））を

掘削する（図 3.2.1-2）。各ボーリング孔には，岩盤変位と水圧・水質（物理化学パラメータ）の

連続測定を行うためのモニタリング装置の設置を行う。なお，ボーリング孔の数量については，

冠水坑道掘削後に詳細を検討する。 
また，冠水坑道における水圧・水質観測孔および力学観測孔のうち，下向きに掘削されるボー

リング調査のためのピットは，研究所の埋戻しに利用される埋戻し材の検討に利用される。これ

らの埋戻し材の化学的影響（元々存在しなかった二次鉱物やバイオマットの生成，セメント材料

に由来する高アルカリ地下水の形成など）を把握するため，ピットの周囲に水質観測用のボーリ

ング孔を掘削し，モニタリング装置を設置する。 

 
図 3.2.1-2 冠水坑道周辺のボーリング孔と観測内容 
 

(2)モデル化・解析 

再冠水試験に先立ち坑道周辺および研究所周辺の力学特性，地下水圧，水質の回復過程に関わ

るシミュレーション（非定常地下水流動解析など）を実施し，再冠水試験時のサイトスケールお

よびブロックスケールにおける環境変化を予測する。 

 

(3)技術開発 

前述のボーリング孔に設置する坑道閉鎖環境でも使用可能な水圧・水質モニタリング装置の開

発を行う。モニタリング装置の製作においては，長期的な再冠水試験に伴うセメント材料の溶解・

再沈殿などの現象を踏まえて長期耐久性を担保するための設計検討を行う。また，冠水坑道にお

ける無線を用いた先端的モニタリング技術などの検討も行う。 

 
(b)坑道閉鎖後の地質環境の中長期変化・長期変遷解析技術に関する研究開発 

地上からの調査等によって取得される情報を活用して，地質環境特性の長期挙動を記述するた

めの一連の調査・解析手法を整備する。 

止水壁
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2013 年度は，主に坑道から掘削されたボーリング孔の情報を用いて，断層などの天然現象が地

質環境に影響する範囲の推定方法を検討するとともに，花崗岩中の割れ目帯の分布と水理および

地球化学特性の関係を検討する。 
 
(1)調査試験 

断層などの天然現象が地質環境に影響する範囲を推定する技術の整備を目的として，深度

300m ステージで掘削されたボーリングコアを利用して，割れ目，変質帯の分布や特徴に関する

情報を取得する。また，地上から掘削されたボーリング孔の情報も活用し，サイトスケール（数

km×数 km）における割れ目の分布に関する情報を整理する。 
 

(2)モデル化・解析 

(1)の調査試験結果に，研究所の過去の地質学的変遷に関する情報を組み合わせて，割れ目の形

成過程をモデル化する。 
 

(3)技術開発 

(1)および(2)の調査試験およびモデル化技術で得られた結果に基づいて，地質環境特性の長期挙

動を記述するための一連の調査・解析手法を検討する。 
 

 

3.2.2 物質移動に関する調査研究 
2012 年度までは，「高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画」4)，「超

深地層研究所 地層科学研究基本計画」5)および「超深地層研究所計画における調査研究の考え方

と進め方－深度 500m までの調査研究計画－」6)に基づき，物質移動に関する調査研究計画の具

体化を図ってきた。 
これまでの研究により，研究坑道周辺に認められる不連続構造（割れ目や断層など）は，不連

続構造の走向・傾斜，その周辺の変質の程度，充填鉱物の有無などの観点に基づき分類が行われ

ている 7)。2012 年度は，このように分類された不連続構造と，それらの物質移動に関するパラメ

ータ値の取得や，そこで生じる現象を理解するための調査技術を構築するために，割れ目や母岩

を対象とした室内試験環境を整備するとともに，電中研との共同研究として，深度 300m ボーリ

ング横坑（換気立坑）でのボーリング調査を行った。 
また，物質移動に関するモデル化・解析技術を構築するために，既存の地質環境に関する情報

（地質・地質構造，水理特性など）を整理し，割れ目の分布を考慮した坑道周辺のブロックスケ

ール（100m×100m×100m）の水理地質構造モデルの構築と，それを用いた地下水流動解析に

より，坑道周辺の地下水流動場を推定した。さらに，地質環境に関する情報量やパラメータ値の

設定などが解析結果に与える影響を検討するために，主として，確率論的な方法による物質移動

に関する解析を行った。 
2013 年度は，2010 年度から実施している電中研との共同研究として，深度 300m ステージに

おいてボーリング調査や室内試験などを実施する（「5. 共同研究・施設利用等」参照）。また，2012
年度に整備した室内における透過拡散試験・収着試験，および物質移動に関するモデル化・解析

などを継続する。これらの試験やモデル化・解析は，東海研究開発センターの協力を得て実施す

る計画である。 
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(1)物質移動の現象の理解に必要な室内試験技術の開発 

研究坑道周辺に分布する割れ目は，既存の地質調査の結果に基づき地質学的，水理学的な観点

（割れ目充填鉱物，割れ目形成過程，割れ目周辺の変質の程度，透水性など）によって分類され

ており 7)，このように分類された割れ目の特徴と，物質移動のパラメータ値の関係をまず理解す

る必要がある。そこで，2010 年度は，物質移動のパラメータ値のひとつである拡散係数を取得す

る既存の試験手法の適用性確認と，その結果を利用した割れ目と拡散係数との関係の推定を目的

とした透過拡散試験を行った 8,9)。その結果，透過拡散試験 10)の適用性は確認できたものの，割

れ目と拡散係数の関係を十分把握することができなかった。 
そこで，2012 年度より，透過拡散試験の試料に割れ目面を含む岩石試料を供試体とした透過拡

散試験手法および試験により取得されるデータの評価・解析手法の構築を目的とした室内試験を

開始した。 
2013 年度は，透過拡散試験を継続するとともに，取得されるデータの評価・解析手法として，

モデル化・予測解析などを開始する。 
 

(2)物質移動モデルの構築と物質移動解析 

既存の調査結果から深度 300m ステージの研究坑道周辺は，割れ目が発達していることが明ら

かになっている。割れ目は，物質が移動する主な経路となるが，坑道の周辺に分布する割れ目の

全ての特徴（走向・傾斜，透水性など）を，調査により把握することは困難である。そのため，

このような割れ目ネットワークモデルを構築するために必要な割れ目の特徴を統計学的な手法に

よって，パラメータを設定する手法が用いられている。そこで，物質移動モデルの構築と物質移

動解析では，地上からのボーリング調査，研究坑道での壁面地質調査およびボーリング調査など

の結果を統計処理し，ブロックスケールの割れ目ネットワークモデルの構築，水理地質構造モデ

ルの構築および地下水流動解析や物質移動解析に至る一連のモデル化・解析手法を構築すること

を目的とする。 
2012 年度では，ブロックスケールの地下水流動場を推定するために，既存の調査結果に基づき，

割れ目の走向・傾斜，地質学的，鉱物学的特徴等と，それらの水理特性に基づくパラメータを設

定し，水理地質構造モデルの構築と，地下水流動解析を実施した。また，物質移動モデルの構築

と物質移動解析では，水理地質構造モデルと同様のパラメータと，深度 300m ボーリング横坑（換

気立坑）の壁面観察結果に基づき設定したパラメータを用いた感度解析を行い，割れ目の走向・

傾斜，半径などのパラメータの設定方法が解析結果に与える影響について検討を開始した。 
2013 年度は，2012 年度の調査により得られた新たな地質環境に関するデータに基づき，水理

地質構造モデルを更新し，地下水流動解析を行うとともに，坑道周辺の地下水流動場を把握する

ためのモデル化・解析を岩盤の水理に関する調査研究と併せて行う。また，物質移動モデルの構

築と物質移動解析については，感度解析的な考え方を適用したモデル化・解析手法の構築を，2012
年度から継続して，東海研究開発センターの協力を得て実施する計画である。 
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3.2.3 施工対策影響評価試験 
第 3 段階では，坑道周辺に施される対策工（グラウト，吹付コンクリート，ロックボルト，鋼

製支保工など）が坑道周辺の地質環境に与える影響を把握・評価するための施工対策影響評価試

験を実施する計画である。 
2013 年度は，2012 年度に引き続き海外の地下研究所や国内での先行事例および実施主体のニ

ーズ等を整理し，原位置試験計画の策定を進める。なお，本試験については，外部資金により実

施する計画である。 
 

 
3.2.4 深地層の工学技術の基礎の開発 
 第 3 段階では，深地層の工学技術の基礎の開発の課題の一つである掘削影響の修復・軽減技術

の開発の一環として，再冠水試験で設置する止水壁に関する検討を行う。2013 年度は，止水壁に

関する文献調査を実施し，再冠水試験で設置する止水壁の設計および止水壁周辺の岩盤挙動評価

などについて検討を行う。 
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3.3 正馬様用地における調査研究 
2012 年度の正馬様用地での調査研究では，断層に着目した地下水流動場の把握を目的とした地

下水の長期モニタリングおよび地下への涵養量の把握を目的とした表層水理観測を継続した。 
2013 年度においても，上述の地下水の長期モニタリングおよび表層水理観測を継続する。 
 

(1)調査試験 
①地下水長期モニタリングおよび表層水理観測 
正馬様用地内のボーリング孔（AN-1 号孔，AN-3 号孔， MIU-2 号孔，MIU-3 号孔，MIU-4

号孔：図 3.3-1）において地下水の長期モニタリングを行う。また，表層水理定数観測として，

気象要素（雨雪量，蒸発散量，気温，湿度，風速など），河川流量，地下水位・土壌水分の観測を

継続して実施する。 
 

 
図 3.3-1 正馬様用地内における観測施設位置図 6)（原図は瑞浪市都市計画基本図） 
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3.4 瑞浪超深地層研究所における施設建設計画 
(1)施設建設 

2013 年度は，深度 500m において水平坑道を 250m 程度掘削する（図 3.1-1）。掘削に際して

は，坑道掘削前に湧水の可能性を確認するための探り削孔を行い，その結果，湧水が多い場合は，

湧水抑制対策としてグラウトを行う。深度 500m 研究アクセス南坑道については，前方の地質環

境を把握するために 2012 年度から実施しているパイロットボーリング調査（図 3.1-1：12MI32
号孔）を継続し，同調査完了後に掘削する。 

坑道掘削工事に伴い発生する坑道内の湧水は，地上に設置している排水処理設備により適切に

処理し，岐阜県および瑞浪市と原子力機構の間で締結している「瑞浪超深地層研究所に係る環境

保全協定」（以下，「環境保全協定」）に基づく管理基準値に適合させた水質での河川への放流を継

続する。排水処理については，処理方法や設備規模などについて検討し，費用対効果を判断し環

境保全を最優先としつつ対応を進めていく。 

坑道掘削工事に伴い発生する掘削土については，「環境保全協定」に基づき測定を行い，管理を

継続して行う。 

 

(2)周辺環境モニタリング調査 

2013 年度は，2012 年度に引き続いて坑道掘削に伴う周辺環境への影響の有無を確認するため，

以下のモニタリングを継続する。 

・排水処理水の水量・水質の測定 

排水処理プラントの放流水の pH，濁度などの測定を実施する。 

・河川の流量測定および水質分析 

（流量測定） 

研究所用地近傍の狭間川の上流，下流において計 4 地点で河川流量測定を実施する。 

（水質分析） 

坑道掘削工事に伴う立坑からの排水の放流先である狭間川の水質調査として，排水口の上流お

よび下流の計 2 箇所で生活環境項目および健康項目に関する水質分析を実施する。また，狭間川

の上流，下流，立坑湧水および排出水の塩化物イオン濃度を測定する。 

・井戸の水位測定 

研究所用地近傍の 10 箇所において井戸の水位測定を実施する。 

・騒音・振動測定 

用地境界 1 箇所において騒音・振動測定を実施する。 
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4. 調査研究成果の統合化 
 
①地質環境調査の体系化，知識化 
地層処分における安全評価・設計に必要な情報を取得するための手法として，地質環境調査手

法および評価手法を体系化するとともに，実施主体や規制機関などに提供するため知見を整理す

る。具体的には，主として第 1 段階に実施した地質環境の調査・解析の流れや，それらを実施す

るうえでの知見や判断根拠などを整理する。 
 
②データベースの構築 

東濃地科学センターにおける「深地層の科学的研究」の成果情報を管理運用するためのシステ

ム（成果情報管理システム）の運用を継続するとともに，それを通じて抽出されたシステムの問

題点の改善や機能拡張を実施する。さらに，成果情報の基となる，調査研究の進展に伴い蓄積さ

れるデータや解釈・解析結果，知見などを管理・共有するためのデータベース（地質環境特性評

価データベースシステム）および坑道の掘削工事における工事工程や関連文書などを管理するた

めのデータベース（工程情報管理システム）について，運用を継続するとともに，運用を通じて

適宜改良を実施する。 
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5. 共同研究・施設利用等 
 
2013 年度は，以下の外部研究機関等との共同研究等および研究所研究坑道の施設利用を行う予

定である。 
 

(1) 共同研究等 

①一般財団法人 電力中央研究所：瑞浪超深地層研究所周辺の水理・物質移動特性評価および地下

水年代測定技術に関する研究 
地下水の年代測定技術および物質移動の現象の理解やそれに関わるパラメータを取得するため

の調査技術について，現実の地質環境への適用性の確認を目的として，電中研との共同研究を実

施している。 
2012 年度は，深度 300m ボーリング横坑（換気立坑）において，トレーサー試験装置の原位

置での適用性を確認するための試験場所を選定するために，2 本のボーリング調査（図 3.1-1：
12MI30 号孔，12MI31 号孔）を実施した。その結果，2 本のボーリング孔の孔間に連続する透水

性割れ目が複数確認できたものの，それらの連続性が単一の割れ目ではなく，複数の割れ目が連

結したネットワーク構造を有している可能性が確認された。 
また，地下水年代測定技術に関する研究では，地下水年代測定技術の高度化を図るために，坑

道内や地上からのボーリング孔において地下水の採水や，地化学反応による 14C 年代値の補正を

実施するために，コアの採取・分析と化学解析を実施した。 
2013 年度は，主に，深度 300m ステージを対象として，2012 年度に掘削したボーリング孔に

設置したモニタリング装置を利用した孔間透水試験や，トレーサー試験装置の原位置での適用性

を確認するための試験場所を選定するために，新たに数本のボーリング調査を実施する。また，

地下水の流速を評価するために，単一のボーリング孔で実施可能なポイント希釈法による試験を

実施する。 
地下水年代測定技術に関する研究では，2012 年度に引き続き地下水年代測定技術の高度化を図

るために，坑道内や地上からのボーリング孔において地下水の採水や，地化学反応による 14C 年

代値の補正を実施するために，コアの採取・分析と化学解析を継続して実施する。 
 

②独立行政法人 産業技術総合研究所：地球化学環境変動要因としての有機物・微生物の影響評価

手法の技術開発と高度化 
地下深部の地球化学環境形成に係る生物化学的プロセスの影響や，その変化の予測手法に関す

る調査手法を確立することを目的として，原位置における微生物の代謝活性様式やその栄養源と

なる有機物の調査を行い，地下深部における生物化学的プロセスを推定する。 
2012 年度は，坑道内から掘削したボーリング孔（図 3.1-1：07MI07 号孔，09MI20 号孔，09MI21

号孔および 10MI26 号孔）および地表から掘削したボーリング孔（図 3.1.3-2：MSB-2 号孔およ

び MSB-4 号孔）を用いた調査を行い，各深度における微生物の群集組成の経時変化を把握する

とともに，その変化を支配する要因について検討した。 
2013 年度は，主に，地下水中の有機物の採取手法や分析方法に関わる検討を行う。 
 

③韓国原子力研究所（KAERI）：地質環境調査・地質環境モデルの構築に関する技術的支援 
花崗岩中の地下水流動および水質形成メカニズムを把握するための原位置調査手法・モデル化

技術の高度化を目的として，原子力機構と KAERI の地下の研究施設計画や成果に関する技術検

討を行うとともに，両機関の研究者の交流を継続して実施する。 
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2012 年度は，主に地質環境調査（地質学的調査，水理学的調査，地下水の地球化学的調査，力

学調査）および地質環境のモデル化技術について，第 9 回技術検討会議（於：日本・瑞浪）を実

施した。 
2013 年度は，主に地質環境調査および地質環境のモデル化技術についての，第 9 回技術検討

会議での議論の結果を踏まえ，その後の両機関の検討結果について第 10 回技術検討会議（於：

韓国）を開催する。 
 
④スイス放射性廃棄物管理協同組合（Nagra）：超深地層研究所計画における調査計画の立案・実

施に関する技術的支援およびグリムゼル試験場における長期拡散試験 
Nagra がこれまでに蓄積してきたサイト特性調査，地下研究施設（グリムゼル原位置試験場や

モンテリ試験場など）での調査計画および管理運営に関する経験などに基づいて，超深地層研究

所計画で実施する地質環境調査に対する技術的な助言や，研究成果のレビュー等を実施してきた。

また，グリムゼル原位置試験場では，結晶質岩を対象に原位置トレーサー試験のひとつとして，

放射性の元素を用いたマトリクス拡散現象を定量的に把握することを目的とした長期拡散試験

（Long-Term Diffusion: LTD）プロジェクトを進めている。本プロジェクトには，原子力機構を

含む 4 機関が参加し，実際に放射性の元素を用いた試験やモデル化手法の構築に関する研究を実

施している。また，原子力機構では，このような試験に関する知識やノウハウを収集整理し，知

識ベースとして蓄積している。 
2012 年度は，物質移動に関する調査研究について，主に，原位置試験や室内試験計画を議論し，

調査研究計画に反映した。また，地上からの調査段階で実施したボーリング調査での水理試験に

関する品質マネジメントシステムの構築に関する共同研究を実施した。 
2013 年度は，研究の進捗を考慮して，引き続き技術検討会議を通じて第 3 段階の調査研究計

画での水理地質環境に関する試験計画の検討や第 2 段階までの地質・地質構造調査結果に関する

検討を行う。また，グリムゼル試験場における長期拡散試験に関するプロジェクトでは，既存情

報に基づいて実施した予測解析と同じモデルを用い，実際に原位置試験や室内試験により取得し

た物質移動特性に関する情報を用いた事後解析などを継続して実施し，物質移動解析技術の適用

性確認に資する。 
 

⑤学校法人 東海大学：種々の計測結果に基づく深部岩盤中の応力評価に関する基礎的研究 
坑道の発破掘削後に認められる装薬孔残部の観察結果に基づく初期応力評価法の適用性検討や

ブロックスケールおよびサイトスケールの応力状態の理解のために間接的な応力場評価手法（断

層条線方向からの応力推定法，GPS 観測結果に基づく主応力方向推定法，地震発生機構の解析に

よる主応力方向推定法など）の適用を，研究所で取得される様々な情報を用いて実施する。 
原子力機構では，水圧破砕法や応力解放法といった原位置測定法および DSCA 法などのコア法

による初期応力の評価に取り組んでいる。これらの方法は多数の実績があり，評価方法が確立し

ている。一方，東海大学では，発破後の残存装薬孔，断層の条線，GPS 観測結果など既存のデー

タを解析することにより初期応力を評価する方法を検討している。東海大学が新たに提案する方

法による評価結果と原子力機構が実施している方法による評価結果を比較し，東海大学が提案す

る評価方法の有効性を検討する。 
2012 年度は，深度 500m ステージ掘削の壁面観察時に装薬孔残部周辺の損傷状況のデータを

取得し，初期応力の評価を実施した。 
2013 年度は，共同研究の最終年度となるため，これまでの研究成果を取りまとめる。 
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⑥株式会社 東京測器研究所：光ファイバひび割れ検知センサの安全確保技術としての適用性に関

する研究 
深地層の工学技術の開発のうち，安全対策に関する技術の有効性確認の一環として，同社が開

発した光ファイバひび割れセンサの適用性確認を目的とした共同研究を2011年度より開始した。 
本研究では，瑞浪超深地層研究所の深度 300m ステージで，温度・湿度環境が異なる 3 箇所（深

度 300m ボーリング横坑（換気立坑），避難所および深度 300m 研究アクセス坑道 11m 計測坑道）

に同センサを設置し，センサおよび坑道壁面とセンサを接着させるために用いた接着剤の長期耐

久性を確認する試験を実施する。 
2012 年度は，2011 年度に引き続き，センサおよび接着剤の長期耐久性を確認する試験を継続

し，約 3 箇月の間隔で 4 月，7 月，11 月，1 月にセンサおよび接着剤の点検を実施するとともに，

これらの耐久性を確認した。 
2013 年度は，2012 年度に引き続き，センサおよび接着剤の長期耐久性確認試験を継続し，約

3 箇月の間隔で点検を実施する。 
 
⑦国立大学法人 東京大学：地下深部における酸化還元環境の長期的な変化に関する研究 
地下深部の酸化還元環境の長期的な変化およびそれらを支配する要因を把握するための調査技

術の開発を目的として，東濃地域に分布する瑞浪層群および基盤岩である土岐花崗岩に関する既

存のデータを利用し，瑞浪層群が堆積した約 27Ma 以降について，酸化還元状態の変遷を地球化

学モデリング等により明らかにする。また，酸化還元環境の指標となる物質を抽出し，整合性を

確認する。 
2012 年度は, 現在の酸化還元状態の把握と, 酸化還元とウランの長期変遷の解析を実施した。 
2013 年度は，地下水や鉱物の化学組成を指標として，酸化還元状態の変遷の推測手法の検討を

行う。 
 

⑧国立大学法人 京都大学：岩石透水性の時間－空間変化の解明と超長期地下水流動予測への応用 
本研究は，研究坑道壁面やボーリングコア試料を用いて，透気試験，分光スペクトル測定，蛍

光 X 線分析などの調査試験を実施し，岩盤の透水係数や変形および変質の性状や分布などを把握

するとともに，それらの時間－空間変化を支配する因子や物理的・化学的メカニズムを解明し，

さらにそれに基づいて，超長期にわたる地下水流動パターンを予測するためのコンピュータ・シ

ミュレーション法の開発を目的とする。 
2013 年度は，2012 年度に引き続き，ボーリングコア試料を用いた調査試験とモデル化・解析

を継続するとともに，本研究の最終年度となるため，これまでの研究成果を取りまとめる。 
 

⑨学校法人五島育英会 東京都市大学：岩石・地下水中の微量元素の放射化分析手法に関する研究 
岩石中の微量元素の分布状態や化学的挙動を把握するための調査技術の開発を目的として，岩

石や地下水を対象とした放射化分析手法の検討を行う。 
2012 年度は，土岐花崗岩中の割れ目充填鉱物の放射化分析を行い，岩石変質時の微量元素の分

布状態に関わる調査を行った。 
2013 年度は，微生物が割れ目表面に形成するバイオマットや地下水中のコロイド粒子の放射化

分析手法について，その適用性を確認する。 
 

⑩清水建設株式会社・シャルマール工科大学：溶液型グラウトに関する研究 
溶液型グラウトの設計・評価手法と現場への適用性を評価することを目標として，シャルマー
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ル工科大学が実施したスウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）のエスポ硬岩研究所 TASS
トンネルにおける溶液型グラウトおよび瑞浪超深地層研究所における深度 300m での溶液型グラ

ウトの比較研究を行う。 
2013 年度に共同研究契約を締結し，共同研究の具体的な実施内容について検討する。 

 
(2)施設利用 

①公益財団法人 地震予知総合研究振興会 東濃地震科学研究所 
地震予知総合研究振興会東濃地震科学研究所（以下，東濃地震科学研究所）とは，研究協力会

議に関する確認書に基づき，研究協力会議を設置し，情報交換などを行っている。地震発生機構

の解明や地域防災に関する研究を進めている東濃地震科学研究所と，超深地層研究所計画などの

地層科学研究を行っている東濃地科学センターが緊密な相互協力を進めることにより，両機関の

研究開発や地域の地震防災対策への寄与が期待されている。 
2012 年度は，2011 年度に引き続き，東濃地震科学研究所が計画している立坑掘削に伴う地球

物理学的変動観測研究および地震動観測のため，研究坑道を利用した東濃地震科学研究所の調査

研究に協力した。具体的には，東濃地震科学研究所は，2006 年度に深度 100m 予備ステージ中

央部付近に設置した傾斜計，2007 年度に同予備ステージに設置した地震計，2008 年度に深度

200m ボーリング横坑（換気立坑）内に設置した応力計，傾斜計および地震計，2011 年度に深度

300m 研究アクセス坑道終端部に設置した重力計による連続観測を実施した。また，深度 100m
から深度 400m の各ステージに地震計を設置し，地震波速度観測を開始した。さらに，深度 300m
研究アクセス坑道 11m 計測横坑においてボーリング孔を掘削し，岩盤の応力変動の観測のための

応力計を設置し観測を開始した。原子力機構は，これらの観測および作業に協力した。 
2013 年度は，東濃地震科学研究所が実施するこれらの観測，メンテナンスおよび新たな装置設

置等のための協力を継続する。 
 
②国立大学法人 名古屋大学 
名古屋大学素粒子宇宙起源研究機構（以下，名古屋大学）は，スイスの欧州原子核研究所で人

工的に作ったニュートリノビームを 730km 離れたイタリアの研究所へ照射し，ニュートリノが

質量を持つことを証明するための国際共同実験（OPERA 実験）に参加している。この実験にお

いては，放射線の飛跡を検出するために原子核乾板が使用されている。原子核乾板の保管は，宇

宙線の蓄積を抑えることが重要であることから，名古屋大学より，低宇宙線環境である研究所の

研究坑道内を原子核乾板の保管場所として使用したいとの依頼があり，2011 年度より深度 200m
ボーリング横坑（主立坑）の一部を貸与することとした。 

2012 年度は，原子核乾板の深度 200m ボーリング横坑（主立坑）への設置・保管作業に協力

した。 
2013 年度は，深度 200m ボーリング横坑（主立坑）への資材の搬出入やメンテナンス作業の

ための協力を継続する。 
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6. おわりに 
 
高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発のうち，結晶質岩を対象とした深地層

の科学的研究の一環として，超深地層研究所計画における 2013 年度に実施する調査研究などの

内容を年度計画書としてまとめた。 
本年度計画は，超深地層研究所地層科学研究基本計画 1)およびこれまでの調査研究で得られた

成果・課題などを踏まえたものであり，この計画に沿った研究の実施は，地層処分技術に関する

研究開発の着実な進展に資するものであると考える。 
 

参考文献 
1) 日本原子力研究開発機構：“超深地層研究所地層科学研究基本計画”，JAEA-Review 2010-016

（2010）. 
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付録 1 広域地下水流動研究 2013 年度計画 

本研究は，広域における地表から地下深部までの地質・地質構造，岩盤の水理や地下水の水質

を明らかにするために必要な調査・解析技術などの開発を目標として 1992 年度から進めてきて

おり，2004 年度をもって主な現場調査（ボーリング調査など）を終了した 1)。2005 年度以降は，

土岐花崗岩における水理学的・地球化学的な基礎情報の取得および地下水流動解析結果の妥当性

確認のためのデータ取得を目的として，既存の観測設備を用いた表層水理定数観測（河川流量，

降水量）および既存のボーリング孔を用いた地下水の長期モニタリングを継続している。また，

外部研究機関との研究協力などに係わる調査／観測技術の開発の場として，既存ボーリング孔を

活用することとしている。 
2013 年度については，上述した表層水理定数観測および地下水の長期モニタリングを継続する。

具体的には，既存のボーリング孔（DH-2 号孔，DH-7 号孔，DH-9 号孔，DH-11 号孔，DH-13
号孔，DH-15 号孔）において地下水の長期モニタリングを行う（付図 1）。また，表層水理定数

観測として，日吉川流域での河川流量観測，柄石川流域での河川流量および降水量の観測を継続

して実施する。また，DH-8 号孔において光ファイバを用いた長期水圧観測機器の適用試験を実

施する。 

 
付図 1 ボーリング孔配置図 

参考文献 
1) 岩月輝希，太田久仁雄，竹内真司，天野健治，竹内竜史，三枝博光，松岡稔幸，大澤英昭：

“広域地下水流動研究 年度報告書（平成 16 年度）”，JNC-TN7400 2005-013（2005）. 
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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